様式第１号（第６条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付申請書

　　年　　月　　日　
栃木県知事　福田　富一　様

	（申請旅行会社）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	



　関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金を交付されるよう、栃木県補助金等交付規則第４条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第６条の規定により関係書類を添えて申請します。
　なお、記載事項及び関係書類においては、不正や偽造がないことを申し添えます。

記
１　旅行商品名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _Hlk191057861]２　旅行催行予定期間：　　　年　　月　　日（　）～　　年　　　月　　日（　）
※催行期間に令和９(2027)年３月19日(金)から９月26日(日)の期間を含むこと。
※複数の日程を想定している場合、上記以外の日程については行程予定表に記載すること。

３  ①②の該当する方の括弧内に○を記載
・（　）①栃木県内での宿泊を１泊以上
　　　　　宿泊施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・（　）②栃木県内５エリアのうち、２エリア以上で有料観光施設(飲食店含む)利用やアクティビティ体験を行う
　　　　　観光施設名１（　　エリア）：　　　　　　　　　　　　　
　　　　　観光施設名２（　　エリア）：　　　　　　　　　　　　　
※2027年国際園芸博覧会への立ち寄りを想定している場合、優先的に交付決定されるため、行程予定表に記載すること。
※３つ以上の利用を想定している場合、上記以外の有料観光施設については、行程予定表に記載すること。

４　交付申請額　金　　　　　　　円
※１商品あたり助成対象経費の２分の１以内の額又は150千円のいずれか低い額を上限とする。

５　担当者氏名及び連絡先
　　（氏名）　　　　　　　　　　　
　　（電話番号）　　　　　　　　　　　（E-mail）　　　　　　　　　　　　　　
［添付書類］
□誓約書（様式第２号）
□ツアー行程表（任意様式）
□旅行商品の掲載を予定している紙面の写やWEBサイト等の画面コピー等(表紙やトップページ等含む)
□旅行業法第３条の登録を受けていることが分かる書面の写
□交付申請額の根拠となる資料（助成対象事業に係る見積書の写等）
[bookmark: _Hlk192088412]
様式第２号
誓約書
「関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金」

私は、下記１について誓約するとともに、下記２及び３のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことについて誓約します。
この誓約が虚偽であること、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１　補助金交付に係る手続き等について
(1) 申請する旅行商品は当方が企画又は各施設の手配及び精算を行うものに相違ありません。
(2) 関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領(以下「要領」という。)の各規定に同意の上、知事が行った決定に対し、異議は一切申し立てません。
(3) 当方が企画又は各施設の手配及び精算を行う旅行商品において、当方の責めに帰すべき事由により、参加者の個人情報の漏洩等の事故が発生した場合には、当方が一切の責任を負います。
(4) [bookmark: _Hlk192088633]要領の各規定に対する不正行為が発覚した場合、同一申請者によるすべての申請を取り消しする事に対し、異議は一切申し立てません。
(5) 旅行業法（昭和27年法律第 239号）及び関連法令に反する行為は行いません。
(6) 栃木県から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
(7) 申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、補助金返還に加え、補助金受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利10.95％の割合で計算した加算金を支払います。

２　補助事業者として不適当な者
(1) 暴力団（栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
(2) 補助事業者の役員等（個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている者
(3) 補助事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者
(4) 補助事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者
(5) 補助事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

３　補助事業者として不適当な行為をする者
(1) 暴力的な要求行為を行う者
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
(4) 偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者
(5) その他前各号に準ずる行為を行う者

栃木県知事　福田　富一　様
　　　　　年　　月　　日

［申請者］
住所（又は所在地）
会社名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




様式第３号（第７条関係）
 栃木県指令観光第　号　
　　年　　月　　日　

　　（助成事業者の氏名又は名称）　　様

栃木県知事　福田　富一　　　　

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付決定通知書

[bookmark: _Hlk192089720]　　　　　年　　月　　日付けで申請のありました関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金については、栃木県補助金等交付規則(以下「規則」という。)第５条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領(以下「要領」という。)第７条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、規則第７条及び要領第７条の規定により通知します。

記

１　県による管理番号

２　申請旅行会社名

３　旅行商品名

４　交付決定額　金　　　　　　　円

５　交付の条件
(1) 交付申請の内容を変更する場合（要領第10条に掲げる軽微な変更を除く。）は、「助成事業変更承認申請書」（様式第６号）を、事業を中止又は廃止する場合は、「助成事業中止（廃止）承認申請書」（様式第７号）を速やかに提出すること。
(2) 補助事業の内容が変更された場合における補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
(3) 事業完了後30日以内又は令和９(2027)年３月19日のいずれか早い日までに「関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金実績報告書」（様式第10号）を提出すること。
(4) 補助金の額の確定額は、補助事業完了後に提出した補助事業実績報告書の審査の結果により、交付対象と認められた商品の助成対象経費の２分の１以内の額又は150千円のいずれか低い額とする。
(5) 助成事業者は、規則及び要領の規定に従わなければならない。
(6) 助成事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）及び適正化法施行令（昭和30年政令第255号）その他この補助金に係る関係通知等の規定に従わなければならない。


様式第４号（第７条関係）
栃木県指令観光第　号　
　　年　　月　　日　

　　（助成事業者の氏名又は名称）　　様

栃木県知事　福田　富一　　　　

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金不交付決定通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請のありました関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金については、栃木県補助金等交付規則(以下「規則」という。)第５条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領(以下「要領」という。)第７条の規定により、下記のとおり不交付することに決定しましたので、規則第７条及び要領第７条の規定により通知します。

記

１　県による管理番号

２　申請旅行会社名

３　旅行商品名

４　不交付決定の理由
　　


様式第５号（第８条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る交付申請取下届出書


　　年　　月　　日　

栃木県知事　福田　富一　様

	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	



　　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金の交付の申請は、下記のとおり取り下げることとしましたので、栃木県補助金等交付規則第８条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第８条の規定により届け出ます。

記

１　県による管理番号
２　旅行商品名
３　交付決定額　金　　　　　　　円
４　交付申請の取下理由


様式第６号（第９条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業変更承認申請書

　　年　　月　　日　

栃木県知事　福田　富一　様

	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	




[bookmark: _Hlk192092620]　　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業を下記のとおり変更したいので、栃木県補助金等交付規則第６条第１項第１号及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第９条第１項第１号の規定により承認を申請します。

記
１　県による管理番号
２　旅行商品名
３　変更の内容
(1) 額の変更（金額に係る変更がある場合）
・交付決定額　金　　　　　　　円
・変更申請額　金　　　　　　　円
(2) その他の変更（金額に係る変更がない場合）

４　変更の理由


様式第７号（第９条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業中止（廃止）承認申請書

　　年　　月　　日　

栃木県知事　福田　富一　様

	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	




[bookmark: _Hlk192092812]　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で（変更）交付決定通知のあった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、栃木県補助金等交付規則第６条第１項第３号及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第９条第１項第２号の規定により承認を申請します。

記
１　県による管理番号　　　　
２　旅行商品名　
３　交付決定額　金　　　　　　　円
４　中止の期間（廃止の時期）　
５　中止（廃止）の理由



様式第８号（第９条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業遅延等報告書

　　年　　月　　日　

栃木県知事　福田　富一　様

	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	




　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で（変更）交付決定通知のあった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業について、栃木県補助金等交付規則第６条第１項第４号及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第９条第１項第３号の規定により下記のとおり報告します。

記

１　県による管理番号　　　　
２　旅行商品名　　　　
３　助成事業の進捗状況

４　遅延又は困難な理由及び原因

５　今後の措置

６　助成事業の遂行及び完了の予定

（注）遅延又は困難の理由を立証する書類を添付すること。

様式第９号（第11条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業遂行状況報告書


　　年　　月　　日　
栃木県知事　福田　富一　様

	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	



　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で（変更）交付決定通知のあった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業の　　　　年　　月　　日現在の遂行状況について、栃木県補助金等交付規則第11条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第11条の規定により下記のとおり報告します。

記

１　県による管理番号　　　　
２　旅行商品名　　　
３　補助事業の遂行状況
(1) 現在までに取り組んだ内容

(2) 今後取り組む予定の内容



様式第10号（第12条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金実績報告書

　　年　　月　　日　
栃木県知事　福田　富一　様

	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	代表者名
	
	



　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で（変更）交付決定通知のあった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る助成事業を実施したので、栃木県補助金等交付規則第13条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第12条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。
記

１　旅行商品名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　旅行催行期間：　　　年　　月　　日（　）～　　年　　　月　　日（　）
※催行期間に令和９(2027)年３月19日(金)から９月26日(日)の期間を含むこと。
※複数の日程を設定している場合、上記以外の日程については最終行程表に記載すること。

３  ①②の該当する方の括弧内に○を記載
・（　）①栃木県内での宿泊を１泊以上
　　　　　宿泊施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・（　）②栃木県内５エリアのうち、２エリア以上で有料観光施設(飲食店含む)利用やアクティビティ体験を行う
　　　　　観光施設名１（　　エリア）：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　観光施設名２（　　エリア）：　　　　　　　　　　　　　　
※３つ以上の利用を想定している場合、上記以外の有料観光施設については、最終行程表に記載すること。

４　交付決定額　金　　　　　　　円

５　掲載完了日　　　　年　　月　　日（　）
［添付書類］
□旅行商品が掲載された紙面の写やWEBサイト等の画面コピー等(表紙やトップページ等含む)
□ツアー最終行程表（任意様式）
□助成対象事業に係る請求書の写
□その他、知事が必要と認める書類
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様式第11号（第13条関係）
栃木県指令観光第　号　
　　年　　月　　日　

　　（助成事業者の氏名又は名称）　　様

栃木県知事　福田　富一　　　　

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る交付額の確定通知書


　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で（変更）交付決定した関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金については、栃木県補助金等交付規則第16条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第13条の規定により、下記のとおりその額を確定したので通知します。

記

１　県による管理番号
２　旅行商品名
３　交付確定額　金　　　　　　　円


様式第12号（第14条関係）

関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付請求書

　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で確定の通知があった関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金として、下記の金額を交付されるよう栃木県補助金等交付規則第18条及び関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付要領第14条の規定により関係書類を添えて請求します。

記

請求金額　　金　　　　　　　　　円
（県による管理番号　　　）

	口 座 振 替 払
	金融機関名
	
	支店名
	

	
	預金種目
	１ 普通　　２ 当座

	
	口座番号
	

	
	口座名義
	



　　年　　月　　日
	（助成事業者）

	住　　　　所
	

	名称（氏名）
	

	電話連絡先
	

	代表者名
	

	発行責任者名
	

	担当者名
	



栃木県知事　福田　富一　様

［添付書類］
□関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金交付決定通知書の写
　※交付決定の変更があった場合は、最終変更額が分かる交付決定通知書の写も併せて添付
□関西・東海圏発栃木県旅行商品造成助成金に係る交付額の確定通知書の写
□その他、知事が必要と認める書類
